
総括表（その１）

府　省　名 厚生労働省

廃止 民営化
市場化テスト

の適用

他法人等への
移管・一体的実

施
その他

資産債務型／
特定事業執行型
＜その他（福

祉）＞

施設の設置・運営

○　施設利用者の３割から４割の者を地域生活へ移行
　　 ノーマライゼーションの理念に基づき、施設利用者の３割から４割の者を引き続き地域生活へ移行
　するとともに、施設利用者の地域生活への移行に関する援助技術を他の知的障害関係施設等への
　情報提供を充実させる。

○　新たな利用ニーズへの対応及びサービスモデルの提供
　 　施設利用者の地域生活への移行状況を踏まえつつ、自傷・他害等の行動障害を有する重度の知
　的障害者が地域の中で生活できるよう、障害者自立支援法に基づく行動援護、自立訓練等の日中
　活動サービスを提供するとともに、これらサービスモデルを他の知的障害関係施設等へ提供するこ
　とを充実させる。

資産債務型／
特定事業執行型
＜その他（福

祉）＞

調査、研究及び情
報の提供

○　自傷・他害等の行動障害を有するなど、著しく支援が困難な者に対する支援技術等について、関係
　機関等と連携してその調査研究を行うことにより、重度知的障害者に対する支援技術を確立するとと
　もに、その成果を関係者等に提供することを充実させる。

資産債務型／
特定事業執行型
＜その他（福

祉）＞

養成及び研修
○　重度知的障害者の支援業務に従事する者に対して、行動障害を有するなど支援が困難な者に対
する
　支援技術の専門的かつ高度な養成研修を充実させる。

資産債務型／
特定事業執行型
＜その他（福

祉）＞

援助及び助言
○　重度知的障害者の支援業務を行う関係施設の求めに応じ、行動障害を有するなど支援が困難な
者に
　対する支援技術の援助・助言を充実させる。

法人名
組織の見直しに係る

具体的措置

国立重度知的
障害者総合施
設のぞみの園

独  立  行  政  法  人  の  整  理  合  理  化  案

類型名（区分）

施設利用者の高齢化
等による個々の支援内
容の変化や、入所利用
者の地域生活への移
行等に伴う生活寮の再
編等の組織体制の見
直し。

事務・事業の見直しに係る具体的措置

事務・事業名

※整理表に基づいて簡潔に記載する。「事務及び事業の見直しに係る具体的措置」については、整理表における事務及び事業の分類ごとに、具体的措置の内容に応じて、「廃止」、「市場化テストの活用」、「他方人への移管・一体的実施」、「他
の事務及び事業との統合」、「民間・地方公共団体への移管」、「その他」の中で該当する欄にその内容を簡潔に記載する。



　 法人名 府省名

沿革

　

法定数 非常勤（実員）

３人 ０人 ２８０人

　 平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

2,802 2,636 2,731

2,802 2,636 2,731

2,701 2,553 2,641

101 68 90

0 15

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 4,641 4,257 4,257

　

平成17年度 平成19年度 平成20年度（要求）

　 3,090 2,900 3,011

　

　

職員数（実員）

2,620

50

8

2,678

３人

平成18年度

2,678

総括表（その２-

年度

一般会計

特別会計

独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

昭和４６年１月　　心身障害者福祉協会設立
同年４月　　　　 　施設開園（国立コロニーのぞみの園：群馬県高崎市）
平成１５年１０月　独立行政法人に移行

役員数
役職員数（監事を除く。）及び職員数
（平成19年1月1日現在）

厚生労働省

常勤（実員）

行政サービス実施コストの推移（17～20年度）
（単位：百万円）

１，施設利用者の３～４割の地域生活への移行等による物件費の縮減
　　物件費の節減　２０年度は１８年度より△４３，５６２千円を予定（対１８年度比△５．０９％）

２，運営費交付金について、当法人においても団塊世代の大量退職期を迎え、退職手当の確保が喫緊の課題となっており、他の
　独立行政法人と同様に、退職手当に相当する経費を除き次期中期目標期間の最終年度（２４年度）の額を今期中期目標期間
　の最終年度（１９年度）と比べ、今期中期目標と同水準の節減を目指す。

　うち運営費交付金

　うち施設整備費等補助金

　うちその他の補助金等

4,450

平成18年度

2,785

平成18年度

運営費交付金債務残高(17･18年度）
（単位：百万円）

独立行政法人の整理合理化案様式

＜主な事項＞

① 事業収入について→総事業費に占める割合が１８年度は３８．５７％、１９年度は３８．８４％と中期目標に掲げられた自己収入比率
  ３８％以上を達成できる見込み。

② 運営費交付金について→特殊法人時（平成１４年度）と比べ１３％以上削減することについて、平成１９年度において１３．１％減と
 目標を達成。

＊　詳細　；　別添参照

支出予算額の推移（17～20年度）
（単位：百万円）

見直しに伴う行政サービス実施コストの改善内
容及び見込額（単位：百万円）

中期目標の達成状況（業務運営の効率化に関す
る事項等）（平成18年度実績）

計

国からの財政支
出額の推移（17
～20年度）
（単位：百万円）

平成17年度 平成18年度

82 317

利益剰余金（又は繰越欠損金の推移）
(17･18年度）

平成17年度 平成18年度

繰越欠損金　　１２０ 繰越欠損金　　１２０

発生要因
　平成16年度における自己都合等による退職者の多数発生による退職手当の増により、運営費交付金の受入額に対して運営費交付金
見合いの支出額が1億2千万円多くなったことによって発生。

見直し案 －



- - -

所在地 - - -

職員数 - - -

- - -

- - -

- - -

総括表（その２-２）

-

-

-

-
支部・事業所等

-

-

支部・事業所等で行う事務・事
業名

支部・事業所等の名称

20年度
予算要
求額
（百万
円）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）

国からの財政支出
（対１９年度当初予算

増減額）

支出予算額
（対１９年度当初予算

増減額）



１，業務運営の効率化等の事項

（１）行政改革の重要方針を踏まえ、平成
１８年度以降の５年間において、国家
公務員に準じた人件費削減の取組を
行う。（※５％以上の削減）
併せて、国家公務員の給与構造改革
を踏まえ、給与体系の見直しを進める。

（２）一般管理費及び事業費等の経費（運営
費交付金を充当するもの）について、１９
年度の額を、特殊法人時に比べて１３％
以上削減する。

＜取組状況＞

今期中期目標（１５年１０月～１９年度末）に対する具体的な取組状況

区分 15年度 16年度 17年度 18年度

定員 310人 308人 305人 299人

現員(期末） 297人 289人 281人 274人

①常勤職員数（定員・現員）の削減 （※役員を除く）

②役職員（常勤）の人件費総額の縮減 （※退職手当、福利厚生費を除く）

区分 15年度
（独法化後）

16年度 17年度 18年度

人件費 14.9億円 28.2億円 26.1億円 24.6億円※

③役職員の給与の引き下げ

区分 15年度 16年度 17年度 18年度

職員
俸給△1.20%
賞与△0.25月

俸給
△3.50%

俸給
△3.49%

俸給
△3.50%

※行政改革の重要方針への対応状況
１７年度に対して△5.7%

定年退職者の後補充の抑制や給与の計画的な引き下げに
より、人員及び人件費を削減

区分 15年度
(独法化後）

16年度 17年度 18年度

運営費
交付金

15.6億円 26.7億円 27.0億円 26.2億円

人件費等を縮減することにより、運営費交付金を削減 <目標を達成>

19年度

25.5億円※

※独法化前（14年度）と比較すると、△１３.１％

① 効率的な業務運営体制の確立

別添



２，国民に対して提供するサービス等の事項

入所者の地域移行を積極的に推進し、入所
者数を３割から４割程度縮減する。

自立支援のための取組み
①施設利用者本人と保護者等の理解と同意を得るための説明会
や個別相談を実施。
１８年度においては、具体的な事例を視覚的に見せるため、地域
移行した者の生活紹介ビデオを製作。

②移行先の確保を図るため、地方自治体や事業所に対して協力を
依頼。

④地域移行の受皿として、直営のケアホームを１８年度末に設置し、
地元出身の入所利用者を中心に受入れ。

③少人数の共同生活を通じて社会性を養う生活体験ホーム事業を

実施。

自己収入の増加に努めることにより、総事業
費に占める自己収入の比率を３８％以上に
する。

② 財務内容の改善

区分 15年度
（独法化後）

16年度 17年度 18年度

自己収入 8.7億円 17.1億円 16.7億円 16.5億円

19年度

16,2億円

比率※ 35.6％ 39.0％ 38.1％ 38.6％ 38.8％

自己収入の増を図り、総事業費に対して３８％以上を確保。
<目標を達成>

※総事業費に対する自己収入（事業費収入）の割合

区分

３２名 （累計）

※地域移行した者（１９年７月３１日現在）

＜入所者数４４３名 （独法化時との比較△５６名）＞

地域移行者
その他

(死亡等）

１５年度 ０名 ３名

１６年度 ５名 ８名

１７年度 ６名 ４名

１８年度 １４名 ６名

１９年度 ７名 ３名

計 ３２名 ２４名

※１５年度は、１０月から翌年３月までの６か月。
１９年度は、７月３１日現在。

＜取組状況＞



＜事務・事業関係＞

資産債務型／特定事業執行型＜その他（福祉）＞ 資産債務型／特定事業執行型＜その他（福祉）＞ 資産債務型／特定事業執行型＜その他（福祉）＞ 資産債務型／特定事業執行型＜その他（福祉）＞

施設の設置・運営 調査、研究及び情報の提供 養成及び研修 援助及び助言

重度の知的障害者に対する自立の
ための先導的かつ総合的な支援を
提供するための施設の設置・運営

知的障害者の自立と社会経済活動
への参加を促進するための効果的
な支援の方法に関する調査、研究
及び情報の提供

障害者支援施設において知的障害
者の支援の業務に従事する者の養
成及び研修

知的障害者の支援に関し、障害者
支援施設の求めに応じた援助及び
助言

2,490,411千円
（124,478千円）

78,973千円
（△36,905千円）

51,090千円
（375千円）

20,714千円
（478千円）

4,012,913千円
（29,872千円）

78,973千円
（△36,905千円）

54,091千円
（3,376千円）

20,714千円
（478千円）

283
※役員５名含む

5 3 2

② （主要業務）

３６年５ヶ月（開園時より実施）

○　障害者自立支援法に基づく障害者支援施設（知的障害者）の民間施設は存在するが、当法人においては「のぞみの園法」（個別法）に規定される下
　記事業を実施しており、他の知的障害者関係施設等に対する指導的役割を担っている。
　　　ア．重度知的障害者の地域移行に向けた調査研究の実施と情報の提供
　　　イ．知的障害者の支援の業務に従事する者等を対象とした養成・研修の実施
　　　ウ．障害者支援施設の地域移行に向けた取組に対する援助・助言

○　障害者支援施設としての職員配置については、民間施設とほぼ同程度であるが、前述（ア～ウ）の事業を行うために、民間施設には無い職員配置を
　行っている。

○　以上のように、当法人においては、重度知的障害者に対する先導的かつ総合的な支援等、同種の事業を行う民間施設は存在しない。

事務・事業に係る定員（19年度）

○　当法人は、重度知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等 を行うことにより、
　施設利用者の地域生活への移行を進めており、立ち後れている知的障害者福祉の推進に少なからず影響を及ぼすため、当法人において今後も引き
　続き取り組まなければならない。
　
○　当施設の廃止となれば、施設利用者の地域生活への移行が困難となり、立ち後れている知的障害者福祉の推進に少なからず影響を及ぼすととも
　に、高齢等により地域生活への移行が困難な施設利用者については、施設での生活が余儀なくされていることから、施設を廃することになれば生活
　の場を失うこととなる。

　調査・研究及び情報の提供、養成・研修、助言・援助の業務は、主要業務（施設運営）を通して得られるもので
あり、主要業務を基礎として各事業と密接に関連し不可分なものである。

３年１１ヶ月（独立行政法人移行時＜１５年１０月＞より実施）

事務・事業の概要

第１横断的視点

該当類型

１．事務・事業及び組織の見直し

事務・事業名

国からの財政支出
（対19年度当初予算増減額）事務・事業に

係る20年度予
算要求額 支出予算額

（対19年度当初予算増減額）

事業開始からの継続年数

①

廃止すると生じる問題の内容、
程度、国民生活への影響

民間主体による実施状況
（同種の事業を行う民間主体のｺｽﾄ、人員等）

事務・事業の位置づけ
（主要な事務・事業との関連）



　当法人・施設の設立目的が、独法
化（平成１５年１０月）と同時に、
自立（地域移行）のための先導的か
つ総合的な支援を提供すること等に
変更されたことに伴い、支援方針が
「終生保護」から「地域生活への移
行」へと大きく改められたことか
ら、施設利用者に対する支援方法・
内容を大きく変更した。
　これに合わせ、職員の意識改革に
取り組むとともに、組織体制につい
ても、地域移行の推進と施設利用者
の支援を総合的に提供するため、地
域移行を推進するための体制強化や
直接支援部門の統合による支援の充
実を図るなど、柔軟な見直しを行っ
た。
　また、平成１８年１０月の障害者
自立支援法の施行に伴い、これまで
の２４時間の施設サービスから「居
住の場」と「日中活動の場」を分離
したサービスを提供することとなっ
たことから、組織・実施体制を整備
し、同法に基づく多様な新サービス
を円滑に実施するなど、国の政策変
更等を踏まえて、事務・事業の見直
しを随時行ってきている。

④
障害者自立支援法で掲げる「地域生
活への移行」の実現、新法上の新
サービスの定着に資している。

重度知的障害者についても、障害者
自立支援法で掲げる地域生活への移
行が可能となるよう調査・研究を
行っている。

障害者自立支援法で課せられるサービ
スを提供できるなど、知的障害者につ
いてより高度で専門的な支援が出来る
よう養成・研修を行っている。

障害者自立支援法に関する疑義、知
的障害者を取り巻くあらゆる問題等
について援助・助言を行っている。

受益者・負担者＝施設利用者
（障害者自立支援法に基づく費用負

担がある）

受益者＝知的障害者及び知的障害者
の支援等に従事する者など
負担者＝国

受益者・負担者＝養成・研修の受講者
（費用の全部・一部を負担）

受益者＝知的障害関係施設及び知的
障害者本人・保護者など
負担者＝国等

62.1% 100.0% 94.5% 100.0%

　 ②

③

財政支出への依存度
（国費／事業費）

これまでの指摘に対応する措置

諸外国における公的主体による実施
状況

国の重点施策との整合性

　独法化後（平成15年10月）に当法人の事務・事業として個別法や中期目標等に定められたが、中期目標期間の最
終年度の平成19年度において事務・事業の見直しの検討を行っている。

別紙１に記載

アメリカ合衆国において、各州により福祉施策は異なるが、重度知的障害者の入所施設について州立（公営）で実施しているところもある。

受益と負担との関係
（受益者・負担者の関係、両者の関係）

①

（１）
事務・事業
のゼロベース
での見直し

これまでの見直し内容

③



④

　施設の設置・運営に関する事業
　ア．施設利用者の３～４割の者
　　の地域生活への移行
　　　ノーマライゼーションの理念
　　に基づき、施設利用者の３割か
　　ら４割の者を引き続き地域生活
　　へ移行するとともに、地域生活
　　への移行に関する援助技術を
　　他の知的障害関係施設等へ
　　情報提供する。
　イ． 新たな利用ニーズへの対応
　　及びサービスモデルの提供
　　　施設利用者の地域生活への
　　移行状況を踏まえつつ、自傷・
　　他害等の行動障害を有する重
　　度の知的障害者が地域の中で
　　生活できるよう、障害者自立支
　　援法に基づく行動援護、有期限
　　の自立訓練等の日中活動サー
　　ビスを提供するとともに、これ
　　らサービスモデルを他の知的障
　　害関係施設等へ提供する。

　調査、研究及び情報の提供に関
　する事業
  　自傷・他害等の行動障害を有す
　るなど著しく支援が困難な者に対
　する支援技術等について、関係
　機関等と連携してその調査研究
　を行うことにより、重度知的障害
　者に対する支援技術を確立する
　とともに、その成果を関係者等
　に提供する。

養成及び研修に関する事業
　重度知的障害者の支援業務に従事す
る者に対して行動障害を有するなど支
援が困難な者に対する支援技術の専門
的かつ高度な養成研修を実施する。

障害者支援施設に対する援助及び助
言に関する事業
　重度知的障害者の支援業務を行う
関係施設の求めに応じ行動障害を有
するなど支援困難者に対する支援技
術の援助・助言を行う。

○　これまで、のぞみの園においては、国立重度知的障害者総合施設のぞみの園法（個別法）に基づき、重度の知的障害者に対する自立の
　ための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等の取り組みを行ってきた。

○　入所者の地域移行に関しては、重度の障害者を受け入れていることに加え、入所者が高齢であること等により本人や家族の同意を得る
　ことが困難であるが、適切な受け入れ先の確保や、保護者の同意、理解等を得ながら、徐々に定着しつつあり、今後は、少人数の地域生
　活を通じて社会性を養う生活体験ホームや、群馬県出身者等を中心に近隣にケアホームを設置するとともに、家族や出身自治体の関係者
　に対して様々な機会を通じて地域移行への理解と協力を依頼等を行い、地域生活への移行を一層推進することとしている。

○　また、障害者自立支援法に基づくサービスである「行動援護」事業に係るセミナー・テキストを作成する等、これまでの実践を通じて
　培われた援助技術を、他の知的障害者関係施設や地域にフィードバックすべく知的障害者の支援に関する調査・研究人材の養成及び
　研修にも取り組んでいる。
　
○　今後もこれらの実績・成果を踏まえ、また、昨年度施行された障害者自立支援法の円滑な実施や、知的障害者の地域移行を推進させる
　ための調査・研究等を積極的に実施し、知的障害者の福祉の向上、生活の質の充実を図るべく全国への情報発信、人材の育成に資する
　ものであると考えている。

財政支出に見合う効果
（効果が得られているか、その根拠）

○　知的障害者福祉の基本的方向である、ノーマライゼーションの理念に基づき、障害者が地域の中で自立した生活ができるよう支援する
　ことにある。

○　当法人について、施設利用者の地域生活への移行を一層推進するとともに、民間施設等においては、利用者の地域移行が進んでいな
　い実態を考慮すれば、当法人において施設利用者の地域移行を促進するためのモデル処遇を引き続き実施し、民間施設等に対して、利
　用者の自立のための効果的な支援方法や必要な情報提供、援助及び助言を行う必要があると考えている。

○　また、地域移行が難しい者についても、障害の特性に配慮し、個性を尊重した支援を実施している。

　今後も国立の唯一の重度知的障害者のモデル的な支援を行う施設として、各自治体等と連携しつつ中心的な役割を果たすことが必要と
されていることから、当法人は真に不可欠である。

事務・事業の見直し案（具体的措置）

事務・事業が真に不可欠かどうかの評価



　施設利用者の地域生活への移行に
伴う利用者減による職員人件費及び
物件費の減。
　日中活動サービスの実施により、
給付費等の自己収入増となり、その
結果運営費交付金が減少。

　ノーマライゼーションの理念に基
づき、施設から地域という流れの中
で、施設利用者の３～４割の地域生
活への移行等を引き続き行い、入所
者利用者減に伴い組織体制及び職員
数減につながる。
　新たに障害者自立支援法上のサー
ビスを実施することにより、障害
サービス給付費の増加が見込める。

否 否 否 否

否

　 　当法人は、重度知的障害者に対す
　る自立のための先導的かつ総合的な
　支援の提供、知的障害者の支援に関
　する調査及び研究等の公的役割を担
　っており、立ち後れている知的障害者
　福祉の現状を考えれば、引き続きその
　役割を担う必要がある。
　　なお、「のぞみの園」は昭和４６年の
　設立以来、地域での生活や民間施設
　等での利用が困難な重度・重複の知
　的障害者の受け入れを行っており、こ
　れまで終生保護（終の棲家）としての
　位置付けであったが、ノーマライゼー
　ションの理念の下、施設から地域へ
　という大きな流れの中で、施設利用
　者のうち地域生活が可能と考えられ
　る者の地域生活への移行を進めると
　ともに、高齢等による地域生活への移
　行が困難な者については当園での
　生活を余儀なくされること等より、収益
　・採算性を求めることには向かず、民
　営化することは困難であることから、
　引き続き事業を実施する必要がある。

　　知的障害者の支援技術等の調査・
　研究については、支援技術等の確立
　を図るとともに、これら援助技術を他
　の知的障害者関係施設等に普及さ
　せ、できるだけ多くの知的障害者が
　地域の中で生活ができるようにし、
　知的障害者等の支援に携わる者の
　養成及び支援技術等の研修を実施
　することが必要とされている。
　　当法人では、のぞみの園法に基づ
　き、知的障害者の支援に関する調査
　及び研究等について取組み、知的障
　害者の福祉の向上という公的な目的
　を実施することを目的として設置され
　ており、立ち遅れている知的障害者
　を取り巻く環境を前進させるためにも
　、引き続き事業を行うことが求められ
　る。
　　上記について、調査・研究の成果
　は、広く公共の福祉のために用いる
　ことを目的としており民間団体等が事
　業を実施することに馴染まず、当法人
　において引き続き事業を行う必要が
　ある。

　　重度知的障害者などの支援に関わ
　る者の養成・研修について、福祉現場
　の実情を体感することが、より良い学
　習効果を期待できることから、施設運
　営と一体的に行うことが適切である。
　　養成・研修について、障害者自立支
　援法に基づく「行動援護」事業に係る
　セミナー・テキストを作成する等、これ
　までの実践を通じて培われた支援技
　術を、他の知的障害関係施設にフィ
　ードバックすべく、人材の養成及び研
　修に取り組んでいる。
　  今後も、昨年度施行された障害者自
　立支援法の円滑な実施や、知的障害
　者の地域移行を推進させるための人
　材の育成を行うことが求められている
　こと、また、収益・採算性を求めること
　には向かないことより、民間で実施す
　ることは困難であることから、引き続
　き事業を実施する必要がある。

　個別法等に定める業務として、知的障
害関係施設の求めに応じて、重度知的
障害者の地域移行の取組などに関する
援助・助言を行うこととされているが、当
法人の業務となっている重度・重複の知
的障害者の自立（地域移行）への取組を
実践することにより培われた経験、知識
や援助技術のほか、地域移行に関する
調査・研究の成果等をもとにして行うこと
により、効果のある援助・助言が可能と
なること、また、収益・採算性を求めるこ
とは不向きであり、民間で実施すること
が困難ものであることから引き続き事業
を実施する必要がある。

　調査研究等各事業で得られた成果を、他の知的障害者関係施設に提供することにより、効果的な支援が可能とな
り、コストの逓減を図ることができる。

　個別法（のぞみの園法）に基づく、他の知的障害者関係施設には無い各事業を実施することにより、効果的な支
援技術等を確立し、知的障害者福祉の推進に寄与するため。

理由

民営化の可否

（２）
事務・事業の
民営化の検討

行政サービス実施コストに与える影響
（改善に資する事項）

民営化しない理由

可

事業性の有無とその理由

民営化を前提とした規制の可能性・
内容

民営化に向けた措置

民営化の時期



a施設の管理・運営

　 　

否 否 否 否

入札種別（官民競争／民間競
争）

入札実施予定時期

事業開始予定時期

契約期間

否 導入しない理由

　施設利用者である重度の知的障害
者に対しては、各人の障害の状況や
生活の状況を十分把握した上で、施
設利用者の希望を踏まえて適切に支
援する必要があり、当法人がこれま
で培った経験、知識や援助技術を活
かして支援に当たることが適当。
　特に、当法人は個別法等に基づき
重度・重複の知的障害者の自立（地
域移行）を目的とした業務を行って
おり、地域移行を進めるためには、
施設利用者本人へのきめ細かな支援
と、施設利用者及び保護者に対する
理解と同意を得るための調整、出身
自治体等との協議等、一人ひとり丁
寧に粘り強く対応することが必要で
ある。よって、この目的を達成する
ためには当法人が引き続き実施する
ことが効果的・効率的であるため。

　個別法等に定める業務として、重
度・重複の知的障害者の地域移行に
関する調査・研究を行うこととされ
ている。
　実際に業務を行っている当法人の
フィールドを活用して実施すること
により、
　①テーマに沿った調査・研究体制
　　の確保
　②実践的な調査・研究の実施
　③調査・研究成果の現場における
　　検証
　④検証結果についての次の研究
　　への反映
等を一元的に管理・調整しながら効
果的・効率的に実施できることか
ら、引き続き当法人において実施す
ることが適当であるため。

　個別法等に定める業務として、全国
の知的障害者の支援業務に従事する者
に対する養成・研修を行うこととされ
ているが、テーマとして関心の高い地
域生活への移行の推進や、障害者自立
支援法に基づく様々な新サービスを実
施している当法人のフィールドを活用
して実施することにより、支援の現場
を活用した実践的な養成・研修カリ
キュラムを提供できるほか、調査・研
究成果を研修内容に盛り込むなど、効
果的・効率的に実施できることから、
引き続き当法人において実施すること
が適当であるため。

　個別法等に定める業務として、知
的障害関係施設の求めに応じて、重
度知的障害者の地域移行の取組など
に関する援助・助言を行うこととさ
れているが、当法人の業務となって
いる重度・重複の知的障害者の自立
（地域移行）への取組を実践するこ
とにより培われた経験、知識や援助
技術のほか、地域移行に関する調
査・研究の成果等をもとにして行う
ことにより、効果のある援助・助言
が可能となることから、引き続き当
法人において実施することが適当で
あるため。

（３）
官民競争入札
等の積極的活

用

今
後
の
対
応

官民競争入札等の実施の可否

可

該当する対象事業
a施設の管理・運営,b研修、c.国家試
験等、d相談、e広報・普及戦略

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及戦略

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及戦略

a施設の管理・運営,b研修、c.国家
試験等、d相談、e広報・普及戦略

f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他 f検査検定、g徴収、hその他



施設の設置・運営 調査、研究及び情報の提供 養成及び研修 援助及び助言

否 否 否 否

移管先

内容

理由

　 否 移管しない理由

否 否 否 否

一体的に実施する法人等

内容

理由

　 否 一体的実施を行わない理由

○　当法人は、重度知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等の公的役割を
　担っており、立ち後れている知的障害者福祉の現状を考えれば、引き続きその役割を担う必要がある。

○　なお、「のぞみの園」は昭和４６年の設立以来、地域での生活や民間施設等での利用が困難な重度・重複の知的障害者の受け入れを行っ て
　おり、これまで終生保護（終の棲家）としての位置付けであったが、ノーマライゼーションの理念の下、施設から地域へという大きな流れの中で、施
　設利用者のうち地域生活が可能と考えられる者の地域移行を進めるとともに、高齢等による地域生活への移行が困難な者については、当施設で
　の生活を余儀なくされており、引き続き事業を実施する必要がある。

○　また、当法人の役割である重度知的障害者の支援技術等の調査・研究を行い、その支援技術等の確立を図るとともに、これら援助技術を他の知
　的障害関係施設等に伝授し、できるだけ多くの知的障害者が地域の中で生活ができるようにする必要がある。
　　 さらに、重度知的障害者の支援に携わる者の養成及び支援技術等の研修を実施する必要がある。

　  上記について、施設利用者の自立のための先導的かつ総合的支援、及びそれに関連する調査研究等を行う独立行政法人は他に存在しないこと
から、移管することはできない。

○　当法人は、重度知的障害者に対する自立のための先導的かつ総合的な支援の提供、知的障害者の支援に関する調査及び研究等の公的役割を
　担っており、立ち後れている知的障害者福祉の現状を考えれば、引き続きその役割を担う必要がある。

○　なお、「のぞみの園」は昭和４６年の設立以来、地域での生活や民間施設等での利用が困難な重度・重複の知的障害者の受け入れを行っ て
　おり、これまで終生保護（終の棲家）としての位置付けであったが、ノーマライゼーションの理念の下、施設から地域へという大きな流れの中で、施設
　利用者のうち地域生活が可能と考えられる者の地域移行を進めるとともに、高齢等による地域生活への移行が困難な者については、当施設での生
　活を余儀なくされており、引き続き事業を実施する必要がある。

○　また、当法人の役割である重度知的障害者の支援技術等の調査・研究を行い、その支援技術等の確立を図るとともに、これら援助技術を他の知
　的障害関係施設等に伝授し、できるだけ多くの知的障害者が地域の中で生活ができるようにする必要がある。
　　 さらに、重度知的障害者の支援に携わる者の養成及び支援技術等の研修を実施する必要がある。

　  上記について、施設利用者の自立のための先導的かつ総合的支援、及びそれに関連する調査研究等を行う独立行政法人は他に存在しないこと
から、他の法人と一体的に実施することはできない。

移
管

可

一体的実施の可否

一
体
的
実
施

可

移管の可否

（４）
他の法人への
移管・一体的

実施

対象となる事務・事業の内容



　 　
＜組織関係＞ 　

２．運用の徹底した効率化

役職員の給与等の対国家公務員指数
（在職地域、学歴構成、在職地域・学
歴構成によるラスパイレス指数）

人件費総額の削減状況

現状（平成19年４月１日現在）

効率化目標の設定の
内容・設定時期

見直し案
（廃止、民営化、体制の再編・整備等）

③民間委託による経費節減の取組内容

法人内の連絡事項はグループウェアを利用する等一層のペーパーレス化や、規程や方針等の共通文書を電子化を図ることにより、業務の効率化に
努めている。

生活寮を障害の態様別に再編するとともに、併せて、現在の２０か寮を計画的に廃止し１５か寮とする予定である。

－
（５）

特定独立
行政法人関係

（６）
組織面の見直

し

業務運営の効率化に伴う経費節減を図るため、役職員の給与の計画的な引き下げや定年退職者の後補充の抑制等による人件費の削減や、外部委
託や競争入札の導入等による業務委託費の削減に取り組んでいる。

中期目標において、「一般管理費及び事業費等の経費（運営費交付金を充当するもの）について、中期目標期間の最終年度（平成１９年度）の額を、
特殊法人の時（平成１４年度）に比べて１３％以上節減する」こととされている。

清掃業務や洗濯業務等の定型的な業務（１２業務）について外部委託を行っており、経費節減に努めている。

②一般管
理費、業
務費等

非公務員化の可否

理由

④情報通信技術による業務運営の効率化
の状況

　施設利用者の高齢化等により、医療的支援が必要な者が増加するなど、施設利用者の支援内容が変化していることから、施設利用者の状
況に応じて寮の編成を見直すことが必要であるため。
　また、地域生活への移行を進めることにより、施設利用者を３割から４割程度縮減することより、効率的な職員の配置等を行うなど、効
率的・効果的な支援を行うため。

理由

①給与水準、人件費の情報公開の状況
　役職員の給与規程や退職規程、役員の報酬及び職員の給与の水準（ラスパイレス指数）について、「独立行政法人の役員の報酬及び職員の給与の
水準の公表方法等について（ガイドライン）」等に基づき、当法人のホームページに掲載し公表している。

ラスパイレス指数（事務・技術職員）　　９９.４＜平成１８年度、対行政職（一）＞

人件費総額　　平成１７年度２６．１億円 → 平成１８年度２４．６億円　＜約１．５億円の減（△５．７％）＞

－



財団法人国立のぞみの園協力会 － － 合計

４８，９１０千円 － － ４８，９１０千円

70.9% － － 70.9%

２名＜今泉昭雄（理事長）・柿山青谷（理事）＞ － － ２名＜今泉昭雄（理事長）・柿山青谷（理事）＞

－ － 合計

－ － －

－ － －

－ － －

（３）
随意契約
の見直し

（４）
保有資産
の見直し

別添参照

関
連
法
人
以
外
の
契
約
先

当該法人への再就職者（随契の相手
方で同一所管に属する公益法人に在
職している役員の人数）

当該法人への再就職者（役員の氏名
及び当該役員の独立行政法人におけ
る最終職名）

（２）独立行
政法人の資金
の流れ等に関
する情報公開

情報公開の現状

関
連
法
人

別紙３に記載　

見直しの方向

うち随意契約額（％）

別紙２「独立行政法人における随意契約の見直しについて（依頼）」（平成19年８月10日付け行政改革推進本部事務局・総務省行政管理局事務連絡）に記載

契約額

名称

うち随意契約額（％）

関連法人関係については、平成19年度業務委託より競争入札を導入予定。
関連法人以外については、随時内容を精査し、競争入札を導入することとする。

各年度ごとの財務諸表のほか契約の状況や関連法人との取引の状況について、当法人のホームページに掲載し公表している。

名称

契約額



３．自主性・自律性確保

（１）
中期目標
の明確化

現状

今後の取組方針

（２）
国民による
意見の活用

現状

今後の取組方針

（３）
業務運営

の体制整備

現状（内部統制に係る組織の設置状況、
職員に対する研修の実施状況）

今後の取組方針

会計監査人による監査のほか、モニタリング評価会議や第三者評価委員会を定期的に開催し、各業務部門の業務の点検を行っている。また、役職員
が遵守すべき倫理規程を定め、初任者研修等において周知徹底を図るとともに、グループウェアに掲載し共有文書として誰でも閲覧できるようにして
いる。

モニタリング評価会議や第三者評価委員会による各業務部門の点検を引き続き行うほか、職員研修を実施し、倫理規程の一層の徹底を図ることとし
ている。

引き続き施設利用者本人・保護者からの要望等について、苦情解決委員会、第三者評価委員会等を通じて対応し、サービスの向上に努め
る。

（今期中期目標を継承し、効果的な取組みが出来るよう強力に推進する。）
○　・施設利用者の３割から４割の者を引き続き地域生活へ移行するとともに、地域生活移行モデルを他の知的障害関係施設
　　等へ提供。
　　独立行政法人移行時（１５年１０月）と比べ、次期中期目標最終年度（２４年度末）において地域生活への移行等により３割
　　から４割を縮減する。
　　＜15年10月　499人　→　19年7月末現在　443人　→　 24年度末　330人程度＞
 
　 ・施設利用者の地域生活への移行状況を踏まえつつ、自傷・他害等の行動障害を有する重度の知的障害者が地域の中で
　　生活できるよう障害者自立支援法に基づく行動援護、自立訓練等の有期限の日中活動サービスを提供するとともに、これら
　　サービスモデルを他の知的障害関係施設等へ提供。
　
○　自傷・他害等の行動障害を有するなど、著しく支援が困難な者に対する援助技術等について、関係機関等と連携しその
　　支援技術の調査研究を行うとともに、その成果を関係者等に提供。

○　重度知的障害者の支援業務に従事する者に対して、行動障害を有するなど支援が困難な者に対する支援技術の研修等の実施。

○　重知的障害者の支援業務を行う関係施設の求めに応じ、行動障害を有するなど支援が困難な者等に対する支援技術の援助・助言。

（今期中期目標の主な点）
○　地域生活への移行の推進により、施設利用者を３割から４割程度縮減する。

○　重度知的障害者等の地域生活への移行に向けた処遇と支援体制のあり方について調査・研究を行う。

○　知的障害者の支援業務に従事する者への養成・研修。
　
○　他の知的障害者施設等への援助・助言。

施設利用者本人・保護者からの要望等について、苦情解決委員会、第三者評価委員会等を通じて対応している。



金額

-

-

-

-

1,621,258千円

1,621,258千円

最近改善した例

今後改善を予定している点

（４）
管理会計を活

用
した運営の

自立化・効率
化・透明化

管理会計の活用状況とその効果

今後の取組方針

（５）
自己収入の
増大等による

財源措置

見直し案

知的財産権

その他

計

共同研究資金

全国の知的障害者の支援を行う者等を対象にセミナー等を実施しているが、その収支管理を適切に行うため、個々の事業ごとに経理し、分析・評価を
行っている。

当法人の会計規定に基づく会計経理のほか、独立行政法人会計基準をもとに主要な事業区分別の収支等を分析し、各事業ごとの効率性等の評価を
行っている。

主要な事業区分の収支等を分析し、各事業ごとの効率化を一層進めていく。

　　　　件数

事業収入（介護給付費・訓練等給付費収入他）

寄付金

利用料

プロジェクトごとの収支管理の実施状況

自己収入の内容

　　　　件数

　　　　件数　　　　　　　　　　　種類

　当法人の事務・事業の内容や運営状況等については、予算・決算などの財政状況のほか、契約の状況等をホームページ等に掲載し公表したほか、
第三者評価委員会による評価や監査法人による監査等を受け業務運営に関する指導・助言を受けるとともに、その結果をホームページ等に公表して
いる。

短期入所や通所系サービスの充実により自己収入（事業収入）の増を図る。

財源

その他

（６）情報公開の取組状況

当法人の予算・決算などの財政状況や契約の状況等の運営状況について、情報公開を徹底して行っていくこととしている。



内、随意契約額（＊）

（％）

　

25,952,347

1,269,399 100.0 －8 医療法人社団　三愛会

3,123,548 100.0 －7 東京日産自動車販売（株）

2,844,200 100.0 －6 石川島汎用ボイラ（株）

5 ミヤマ（株） 1,209,600 100.0 －

100.0 －

4 （株）エヌ・ティ・ティ・エムイ-群馬 2,091,600 100.0 －

3 （株）高崎共同計算センタ－ 2,079,000

7,875,000 100.0 －2 （株）ニチイ学館

5,460,000 100.0 －1 シーメンス旭メディテック（株）

（別添）　関連法人以外の契約締結先一覧表（１８年度）
（単位：円）

業者名 契約金額
当該法人への再就職者

（随意契約の相手方で同一所管に属する公益法人に在職している役員の人数）



（別紙１）

府省名 厚生労働省

内容（指摘を受けた年度） 指摘主体 番号 内容（対応年度）

資産債務型／
特定事業執行型（福祉）

養成・研修 －

　平成17年度から本格的に実施する養成・研修
業務について、定量的・具体的目標の設定等に
より達成状況の適切な把握の視点からの評価を
行うこと。（平成16年度）

政独委→厚労
省評価委員会

①

＜のぞみの園の取組＞
平成１７年度から全国規模のセミナー等を実施し、開
催後受講者にアンケート調査を行い、理解度・満足
度の向上等のために活用している。（平成17年度）

資産債務型／
特定事業執行型（福祉）

－ －
　関連公益法人への外部委託について、その妥
当性と、費用削減効果、サービスの水準等を把
握した上で評価を行うこと。（平成16年度）

政独委→厚労
省評価委員会

①

＜のぞみの園の取組＞
　関連法人への外部委託業務については、順次、指
名競争入札による契約に変更してきている。（平成
15年度から)
　それらの業務は、全て指名競争入札に付した結果
であり、サービス内容に問題はなく、かつ経費節減も
図られている。

資産債務型／
特定事業執行型（福祉）

－ －
　民間の援護施設との交流の一層の推進という
視点から評価を行うこと。（平成17年度）

政独委→厚労
省評価委員会

②

＜のぞみの園の取組＞
　全国の知的障害関係施設の職員等を対象にして、
セミナー等を実施しており、その研修カリキュラムの
中で、情報交換の時間を設けるなど、交流を図る取
組を進めている。
（平成17年度から）

資産債務型／
特定事業執行型（福祉）

－ －

①地域移行の中期目標達成は難しい。

②調査・研究成果の運営業務への反映状況が
明確ではない。

③援助・助言について実勢が上がっていないな
どの指摘があり、モデル的な処遇を行う位置付
けについて、必ずしも応えられていないので、原
因分析を行うとともに、中期目標期間終了時の
検討を視野に入れて今後の各業務のあり方の
検討や目標の設定に資する評価を行うこと。（平
成18年度）

政独委→厚労
省評価委員会

②

＜のぞみの園の取組＞
　地域移行のスピードアップや調査・研究成果の
フィードバック、援助・助言の体制整備等を行うことに
より、強力に取組を推進させることとしている（平成
18年度）。
　今後の業務のあり方については、次期中期目標の
中でモデル的な施設としての位置付けを明確にする
方向で検討している。（平成19年度)

＊総務省政・独委から、当省評価委員会への勧告を記載

事務・事業名事業類型（区分）

　 ２．これまでの主な指摘には、行政減量・効率化有識者会議、政策評価・独立行政法人評価委員会等による指摘内容を簡潔に記載してください。
　　　なお、別紙1-2「「勧告の方向性」における指摘事項の措置状況（平成19年8月現在）」に記載の指摘事項はすべて記載してください。

措置状況（①措置済み、②対応中、③未措置）

第１横断的視点

（１）事務・事業のゼロベースでの見直し　②これまでの指摘に対応する措置

１．事務・事業及び組織の見直し

注１．見直し実施年度には中期目標終了時の見直しを実施した年度を記載してください。

これまでの主な指摘
法人名

独立行政法人国立
重度知的障害者総
合施設のぞみの園

見直し実施年度



（単位：千円）

2,641,188

162,236

　

①施設の設置・運営に関する事業
　　ア． 施設利用者の３割から４割の者を地域生活へ移行
  　　 　　ノーマライゼーションの理念に基づき、施設利用者の３割から４割の者を引き続き地域生活へ移行する
　　　　とともに、施設利用者の地域生活への移行に関する援助技術を他の知的障害関係施設等へ情報提供する。
　　イ． 新たな利用ニーズへの対応及びサービスモデルの提供
　 　　施設利用者の地域生活への移行状況を踏まえつつ、自傷・他害等の行動障害を有する重度の知的障害者が
　　　 地域の中で生活できるよう、障害者自立支援法に基づく行動援護、自立訓練等の日中活動サービスを提供す
　　　 るとともに、これらサービスモデルを他の知的障害関係施設等へ提供する。

②調査、研究及び情報の提供に関する事業
      　　自傷・他害等の行動障害を有するなど、著しく支援が困難な者に対する支援技術等について、関係機関等
　　　　と連携してその調査研究を行うことにより、重度知的障害者に対する支援技術を確立するとともに、その成
　　　　果を関係者等に提供する。

③養成及び研修に関する事業
      　　重度知的障害者の支援業務に従事する者に対して、行動障害を有するなど支援が困難な者に対する支援
　　　 技術の専門的かつ高度な養成研修を実施する。
 
④障害者支援施設に対する援助及び助言に関する事業
      　重度知的障害者の支援業務を行う関係施設の求めに応じ、行動障害を有するなど支援が困難な者に対する
　　　支援技術の援助・助言を行う。

①施設の設置・運営、②調査、研究及び情報の提供、③養成及び研修、④援助及び助言

独立行政法人の整理合理化案様式
3.資産債務型

法人名 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 府省名 厚生労働省

　金融資産については、保有していない。実物資産は、別紙３。

資産との関連を有する事務・
事業の名称

資産の具体的内容、見直しの
具体的措置内容・理由等

資産との関連を有する事務・
事業の内容

国からの財政支出額

対19年度当初予算増減額 対19年度当初予算増減額 70,631

支出予算額 4,166,691



区分

2,323,010.78 30,364.24

1 国立のぞみの園 3 群馬県高崎市寺尾町２１２０－２ 1 1 2,322,647.05 30,171.82

2 国立のぞみの体験ホーム 3 群馬県高崎市乗附町１０２６－４ 1 1 363.73 192.42

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

施   設   名   等 敷地

 府省名： 厚生労働省   独立行政法人名： 独) 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

合同形態
敷地面積

(㎡)
No. 所       在       地

建面積
(㎡)



建築年次 建築年次 経年 経年

(新) (古) (新) (古) 用途地域 建ぺい率 容積率

37,719.68

1 37,391.95 2003 1971 3 35 49 1階

2 327.73 2004 2 2階

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

№
延面積
(㎡)

耐用年数 階層
法     規     制

利用率

所管する府省庁名を記入所管する府省庁名を記入



計 土地 建物 その他

14,106 8,655 4,713 738

1 14,007 8,635 4,642 730 61 9 １(福祉事業）

2 99 20 71 8 61 9 １(福祉事業）

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ③)

№ 合   築   等
B / S  価  格 (百万円) 正面路線

価(千円)
用途 保有目的 隣  接  庁  舎  名 耐震

所管する府省庁名を記入所管する府省庁名を記入



法人名 府省名

No. 1 施設名 用  途

実 物 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ④)

○　自らの保有が必要不可欠な理由

○売却処分を行わない理由
　当法人においては、土地・建物等の実物資産（固定資産）を有しているが、施設利用者の日中・夜間の生活の場となっており、売却はできな
い。生活寮の廃止により、空き寮となる建物については、施設利用者のニーズの拡大等に応じて日中活動の場として活用するなど、施設利用者
の支援の向上を図るために有効活用を図る予定である。
　なお、施設利用者の支援を行っている生活寮等を売却して敷地外で民間から賃借などにより事業を実施することは、職員の配置等が別途必要
となるなど、効率的ではなく適切ではない。

○　売却する場合、売却予定時期　：　なし

厚生労働省

９（総合福祉施設）

○　事務・事業の見直しに伴う売却等の処分の方向性

　　 当法人は、事務・事業等の見直しを行った後においても、当該資産を引き続き使用することとしている。

 独) 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園

国立のぞみの園



5.特定事業執行型

医療・福祉・検査・審査 製造・生産 共済・保険・労務提供等事業類型

（その他型）

官民競争
入札等
（①）

検討 官民競争入札等の導入は不可能。

理由

　施設利用者である重度の知的障害者に対しては、各人の障害の状況や生活の状況を十分把握した上で、施設利用者
の希望を踏まえて適切に支援する必要があり、当法人がこれまでの経験から培われた援助技術や知識を活かして支援
に当たることが適当。特に、当法人が個別法に基づき重度の知的障害者の自立（地域移行）を目的とした業務を行っ
ており、地域移行を進めるためには、施設利用者本人へのきめ細かな支援と、施設利用者及び保護者に対する理解と
同意を得るための調整、出身自治体等との協議等、一人ひとり丁寧に粘り強く対応することが必要であることから、
当法人の目的を達成するためには当法人が引き続き実施することが効果的・効率的であるため。

対19年度当初予算増減額 162,236

事務・事業の内容

①施設の設置・運営に関する事業
　　ア． 施設利用者の３割から４割の者を地域生活へ移行
  　　 　　ノーマライゼーションの理念に基づき、施設利用者の３割から４割の者を引き続き地域生活へ移行する
　　　　とともに、施設利用者の地域生活への移行に関する援助技術を他の知的障害関係施設等へ情報提供する。
　　イ． 新たな利用ニーズへの対応及びサービスモデルの提供
　 　　施設利用者の地域生活への移行状況を踏まえつつ、自傷・他害等の行動障害を有する重度の知的障害者が
　　　 地域の中で生活できるよう、障害者自立支援法に基づく行動援護、自立訓練等の日中活動サービスを提供す
　　　 るとともに、これらサービスモデルを他の知的障害関係施設等へ提供する。

②調査、研究及び情報の提供に関する事業
      　　自傷・他害等の行動障害を有するなど、著しく支援が困難な者に対する支援技術等について、関係機関等
　　　　と連携してその調査研究を行うことにより、重度知的障害者に対する支援技術を確立するとともに、その成
　　　　果を関係者等に提供する。

③養成及び研修に関する事業
      　　重度知的障害者の支援業務に従事する者に対して、行動障害を有するなど支援が困難な者に対する支援
　　　 技術の専門的かつ高度な養成研修を実施する。
 
④障害者支援施設に対する援助及び助言に関する事業
      　重度知的障害者の支援業務を行う関係施設の求めに応じ、行動障害を有するなど支援が困難な者に対する
　　　支援技術の援助・助言を行う。

対19年度当初予算増減額 70,631

国からの財政支出額 2,641,188 支出予算額 4,166,691

事務・事業の名称 ①施設の設置・運営、②調査、研究及び情報の提供、③養成及び研修、④援助及び助言

見直し案
　施設利用者の負担については、法律に基づいて一定の負担を求めていることから、法律の規定に変更があれば、そ
の規定をもとに変更する。

他の法人
との一体
的実施
（③）

一体的に実施する
法人等

　類似の事務・事業を行っている独立行政法人は存在しない。

内容 －

理由 －

受益者特
定（②）

受益者特定及び対
価収受の可否

可（施設利用者については、障害者自立支援法に基づき一定の負担を求めている。）

受益者負担金
（算定方法、総

計）
　１，５０４百万円（障害者自立支援法に基づ（入所・通所者）

運営コスト
（内訳、総計）

　３，３００百万円（入所・通所者）

受益者負担金－運
営コスト

　△１，７９６百万円（入所・通所者）

独立行政法人の整理合理化案様式

（単位：千円）



法人内で
の一体的
実施
（③）

同様の事務事業を
実施している施設

　当法人の敷地外に生活体験ホーム、共同生活介護（ケアホーム）を設置している。

一体的実施の可否 　可（既に実施済）

内容
　敷地外の施設については、地域生活移行のための地域生活の体験、又は現に地域生活を行わせるために設置しして
おり、合理性があるとともに、当法人の職員が利用者の支援を行うなど、既に一体的に運営を行っている。

理由 －



法人名 府省名

○  金融資産の内訳(18年3月31日時点、B/S価額)

A 合  計 : 1 百万円 内  貸付金 : － 百万円

内  割賦債権 : － 百万円

B 現金及び預金 : 1 百万円

C 有価証券 : － 百万円

D 受取手形 : － 百万円 内  貸付金 : － 百万円

E 売掛金 : － 百万円 内  割賦債権 : － 百万円

F 投資有価証券 : － 百万円

G 関係会社① : － 百万円 ･･･ 関係会社株式

H 関係会社② : － 百万円 ･･･ その他の関係会社有価証券

I 長期貸付金① : － 百万円 ･･･ J・K以外の長期貸付金

J 長期貸付金② : － 百万円 ･･･ 役員又は職員に対するもの

K 長期貸付金③ : － 百万円 ･･･ 関係法人に対するもの

L 破綻債権等 : － 百万円 内  貸付金 : － 百万円

内  割賦債権 : － 百万円

M 積立金 : － 百万円

N 出資金 : － 百万円

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ①)

 独) 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 厚生労働省



法人名 府省名

○ 受取手形(D)及び売掛金(E)を生じる事由(事業の概要等)及び民業補完の徹底という観点からの見直しの方向性

○ 不良化している債権(L)の早期処分の方向性

○ 既存貸付金・割賦債権等の売却・証券化に向けた検討の方向性

○ 政策目標に比して過大と考えられる金融資産及び見直しの方向性

－

－

－

金 融 資 産 の 処 分 に 係 わ る 具 体 的 措 置 (そ の ②)

 独) 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園 厚生労働省

－
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